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研究成果の概要（和文）：　インドの大国化戦略の3本の柱（経済発展、安全保障政策、在外インド人）のう
ち、経済発展のためのインフラ整備、特に電力改革を重点的に研究した。各州の電気料金、電力関連組織改革、
送配電ロスなどの指標を使い、経済学的な視野からの州間比較を行い、さらに、現地調査として視察及び関係者
へのインタビューを行った。その結果、経済的効率性の観点からは成功例とされる州にも新たな問題が生じたこ
と、また電力補助金の意味付けも変化した。最終的に、民主国家かつ貧富の差の大きいインドでは、電力改革の
問題は単独で扱うのではなく、より広い政治経済的文脈の中で位置づけ、実態を明らかにすることが必要である
との結論に達した。

研究成果の概要（英文）：　The Original idea was to analyse the three important aspects of an 
Emerging India, i.e. its economic development, security policy and Indian diaspora. In the process, 
however, we have realised the need to focus on a more specific aspect. Thus, we have decided to 
concentrate on the electricity reforms as a key to economic development. We have first analyzed the 
achievements of all the states from the economic point of view. Using the figures such as different 
types of tariff, T&D losses and unbundling, we have identified some “successful states” and “
problem states.” We then proceeded to field studies in some states. which has led us to concluding 
that the electricity reforms cannot be interpreted merely in terms of economic efficiency, but 
should be understood in a wider context of Indian democracy with a huge gap between the rich and the
 poor.
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１、 研究開始当初の背景 

（1）冷戦終焉後、特に 21 世紀におけるイン

ド共和国の台頭は目覚ましい。インドはそ

の経済規模、および IT をはじめとする様々

な最先端技術の急成長によって、大きな注

目を集めている。また、安全保障面では中

国を牽制する意味からもインドの存在が注

目を浴びている。インドが、アメリカ、中

国に並ぶ大国を目指すとすれば、どのよう

な要素が重要な国家戦略の鍵となるか、ま

たインド政府がどの要素を強化しようとし

ているか、といった点を研究することで、

発展著しい同国をより一層理解できると考

えた。 

 

(2)三つの要素を、研究の対象としてとりあげ

た。第１に経済発展である。その際、諸外

国からの投資の大きな誘因力となる電力・

エネルギー問題を中心としたインフラ整備

が重要となる。特に電力問題は深刻で、そ

こには政治的配慮が働くため、効率性のみ

を求める改革が思うように進まないという

事情がある。第２に、南シナ海、インド洋

で存在感を高める中国との関係から、イン

ドの安全保障政策が重要になる。そして第

３に、主にアメリカを中心に広がる在外イ

ンド人ネットワークの存在およびインド政

府による彼らの活用である。彼らは、ロビ

ー活動などを通じて外交戦略において重要

な役割を果たしうるのみならず、インドの

偉大さを海外に知らしめる大きな武器とな

っている。 

 

２、 研究の目的 

 以上の問題意識から、インドの大国化戦略

を 3 本の柱、すなわち電力改革、安全保障政

策、在外インド人ネットワークを中心に考察

するのが当初の目的であった。そのために、

政治学の分野を超えた他領域の若手研究者の

協力も得て、総合的に分析を行うチームを結

成した。 

 しかし、研究を進めていく過程で、研究範

囲が広く、焦点をさらに絞り込む必要がある

ことがわかり、第１の電力改革の問題を州レ

ベルにまで降ろして研究すべきであるとの認

識を強く持つようになった。こうして、電力

改革をめぐる政治経済学というテーマにたど

り着いた。 

 しかし、だからと言って安全保障や在外イ

ンド人ネットワークの研究を放棄したわけで

はなく、それらは個人のレベルで研究を続け、

成果も発表している（業績表を参照）。 

 研究の最終目標としては、電力改革という

本質的には経済分野に属する問題が、民主国

家インドにおいていかに政治の影響を受け、

単純に経済効率性の問題として片づけること

ができない問題であるか、という点を経済学

のみならず、政治的視点を重視して、いくつ

かの州の分析を通して明らかにし、インドの

国家像に迫るということとした。 

 

３、 研究の方法 

(1)インドにおける電力改革の推移を、1990

年代から今日に至るまで分析した。特に、2003

年の電力法制定を重点的に扱った。また、電

力政策の進展と、それと共に変化する電力状

況を把握するために、Planning Commission

や Power Finance Corporation、World Bank

のレポートデータをもとに分析を行った。一

人あたりの電力消費量や電化率、送配電損失

率、電力関連公社の経営状況、電力料金の合

理化といった指標を使い、インド各州の電力



改革の進捗度合いを評価し、政治、経済的側

面からより深く調査を行う州を決定した。 

 

(2)個別の州での電力改革の進捗状況をつか

むため、グジャラート州を皮切りに、南イ

ンド（タミル・ナドゥ州、カルナータカ州、

アーンドラ・プラデーシュ州）、パンジャー

ブ州、マハラシュトラ州、デリー準州で、

火力発電、ミニ水力発電、ソーラー発電な

どの現場の視察、およびインタビューを行

った他、規制委員会、発電、送電、配電各

種公社、および民間企業を訪問し、資料を

収集し、聴き取り調査を行って、実態の把

握に努めた。また、研究者、ジャーナリス

ト等との意見交換を行い、様々な角度から

電力改革の理解に努めた。 

 

(3)2015 年には、日本南アジア学会全国大会

にて、研究協力者も加えてセッションを組

織した。他分野の研究者との意見交換の際、

州の産業構成や電力料金の内部補助金につ

いての質問が寄せられ、その点についてさ

らなる分析を行った。 

 

４、 研究成果 

(1)上記 3（1）の方法を用い、インド各州の

電力改革の状況の類型化を行った。その結

果、数字的にみるとグジャラート州やマハ

ラシュトラ州は最も成功した州とみなされ

る。その他、パンジャーブ州やタミル・ナ

ドゥ州の農業用電力の無料化などの問題も

浮き彫りにされた。 

 

(2) 様々な州での実態調査を行った結果、（1）

で現れたような数字上の業績は、必ずしも

実態を正確に表しているわけではない、と

いうことが分かった。特に補助金の持つ意

味をどう解釈するか、貧富の差の大きな社

会での電力料金の在り方をどう考えるかな

ど、州毎に異なる政治情勢、社会構造と電

力問題の関係を改めて捉えなおした。 

 

 (3)結論と今後の課題 

さまざまな州での電力改革の進捗を分析し

た結果、電力問題は単独で扱うのではなく、

より広い政治経済的文脈の中で位置づけ、

実態を明らかにすることが必要である、と

の結論に至った。今後の課題としては、第

１に各州の電力改革の進捗状況、実態、問

題点をパターン化すること、第２に他州と

の関係性および対外的要因を考慮していき

たい。 
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